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平成22年度事業報告 

 

平成22年度、本会は、国民スポーツの統一組織としてその社会的役割の重大さを認識し、「21

世紀の国民スポーツ振興方策－スポーツ振興2008－」に基づき、スポーツ振興の意義と国内・外

におけるスポーツの動向を踏まえ、生涯スポーツ社会の実現を目指すとともに、本会加盟団体及

び関係機関・団体との連携強化を図り、更に財源の確保に努め、次の諸事業を積極的かつ効果的

に実施した。 

 

Ⅰ．事業内容 

１．国民体育大会等開催事業 

(1) 国民体育大会開催事業 

① 国民体育大会 

本会、文部科学省及び各開催県との共催により次のとおり開催した。 

なお、「国体改革2003」の目指す方向性を踏まえ、平成19（2007）年3月に公表した「国

体の今後のあり方プロジェクト提言骨子」並びに「国民体育大会冬季大会のあり方に関する提

言」に掲げる諸課題への対応策について、冬季大会の開催地ローテーション化に向けた検討や

監督に対する本会公認スポーツ指導者資格の義務付けなどを積極的に実施した。 

大会名 会期 開催地 参加者数 

 

第65 回国民体育大会 

平成22 年9 月25 日～10 月5 日 

＜会期前実施＞ 

水泳：9/8～17、ゴルフ：9/21～23 

千葉県（30 市2 町） 22,550 名 

第66 回国民体育大会冬季大会 

スケート競技会 

アイスホッケー競技会 

平成23 年1 月26 日～30 日 青森県 1,684 名 

第66 回国民体育大会冬季大会 

スキー競技会 
平成23 年2 月12 日～15 日 秋田県 1,807 名 

② 国民体育大会ブロック大会 

全国9ブロックで実施した国民体育大会ブロック大会、ホッケー及びラグビーフットボール

2競技のブロック間代表決定戦に対し、開催費の一部を助成した。 

ブロック等 中心会期等 開催地 参加者数 

北海道 平成22 年4 月～平成23 年1 月 北海道 8,431 名 

東北 平成22 年6 月～12 月 岩手県 6,890 名 

関東 平成22 年6 月～12 月 群馬県 5,414 名 

北信越 平成22 年5 月～8 月 富山県 3,600 名 

東海 平成22 年5 月～12 月 岐阜県 2,920 名 

近畿 平成22 年6 月～12 月 京都府 4,530 名 

中国 平成22 年5 月～12 月 鳥取県 3,806 名 

四国 平成22 年6 月～12 月 高知県 2,818 名 

九州 平成22 年7 月～12 月 鹿児島県 5,816 名 

ホッケー 平成22 年8 月29 日 埼玉県、京都府 163 名 

ラグビー 

フットボール 
平成22 年8 月29 日 秋田県、岐阜県、広島県 186 名 
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③ 国民体育大会役員懇談会 

千葉県での第65回国民体育大会開催時に、我が国スポーツ界を代表する関係者が一堂に会した懇

談会を開催し、スポーツ関係者相互の情報交換の場を提供した。 

名称 開催期日 会場 参加者数 

第65 回国民体育大会役員懇談会 平成22 年9 月25 日 千葉県 473 名 

 

 (2) 日本スポーツマスターズ大会開催事業 

生涯スポーツのより一層の普及・振興を目的に、スポーツ愛好者の中で、競技志向の高いシニ

ア世代を対象とした総合スポーツ大会である日本スポーツマスターズ大会を本年は、「日本スポ

ーツマスターズ2010三重大会」として、水泳など13競技を実施した。 

大会名 会期 開催地 参加者数 

日本スポーツマスターズ2010 三重大会 
平成22 年9 月17 日～21 日 

（ゴルフ：9 月13 日～15 日） 
三重県（7 市1 町） 7,703 名 

 

 

２．地域スポーツ組織育成事業 

 (1) 総合型地域スポーツクラブ育成事業 

① 総合型地域スポーツクラブ育成推進事業 

総合型地域スポーツクラブ（以下「総合型クラブ」という。）育成推進事業を全国的に実施

するため、クラブ育成アドバイザーの配置、ブロック別クラブミーティングの開催並びにクラ

ブ育成に関する各種の情報提供等を行うとともに、総合型クラブの創設と活動の活性化を図っ

た。また、総合型クラブ全国協議会（SC全国ネットワーク）を通じて、さらなるクラブ間の情

報交換や交流の機会を設けるなど、より強固なネットワークづくりに向けた取り組みを促進し

た。 

② 総合型地域スポーツクラブ連携支援事業 

総合型クラブの運営において、リスクを適切に管理するため、総合型クラブ全国協議会（SC

全国ネットワーク）を通じてクラブ運営関係者を対象にリスクマネジメントに係る研修事業を

全国10会場において実施した。 

③ 総合型地域スポーツクラブ創設支援事業 

総合型クラブを設立するために行う準備委員会の開催、広報活動、設立総会等の活動に対し

て必要な経費の一部を助成した（助成1年目～2年目／計245クラブ）。 

④ 総合型地域スポーツクラブ自立支援事業 

地域住民によって組織された総合型クラブについて、より積極的な活動の展開を図るととも

に、地域住民の活動への参加とクラブ加入を促進するため、総合型クラブが実施する日常の活

動、イベント開催、研修会等の諸事業に必要な経費の一部を助成した（助成1年目～5年目／

計372クラブ）。 

⑤ 総合型地域スポーツクラブ全国協議会（SC全国ネットワーク） 
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全国で育成された総合型クラブのより円滑な運営と今後のさらなる定着・発展を目的に、日

常のクラブの活動に対する提案並びにサポートを行うとともに、総合型クラブ支援体制の充

実・強化に努めた。 

 

(2) 都道府県体育協会組織基盤整備事業 

都道府県体育協会が実施する各種事業の一層の充実を図るため、各都道府県体育協会の円滑な

運営体制の整備や有能な人材確保による組織の基盤整備の充実等に必要な経費を助成した。 

 

 

３．スポーツ指導者育成事業 

(1) スポーツ指導者養成事業 

本会公認スポーツ指導者制度に基づき、加盟団体等と協力し、各種指導者養成事業を実施した。 

事業名 実施期間 会場等 受講者等 

スポーツリーダー（兼認定員）養成講習会 
平成22 年4 月1 日～ 

平成23 年3 月31 日 
全国各地 （認定者）13,459 名 

スポーツリーダー養成講習会（NHK学園分） 
平成22 年4 月1 日～ 

平成23 年3 月31 日 
通信講座 （認定者） 2,522 名 

スポーツリーダー養成講習会（独自事業分） 
平成22 年4 月1 日～ 

平成23 年3 月31 日 
全国各地 

27 ｺｰｽ 

（認定者）  804 名 

スポーツリーダー養成講習会 

（適応ｺｰｽ修了分） 

平成22 年4 月1 日～ 

平成23 年3 月31 日 
資格取得申請 （認定者）4,391 名 

指導員・上級指導員養成講習会 
平成22 年4 月1 日～ 

平成23 年3 月31 日 
全国各地 

（参加者） 

指導員： 4,713 名【共通】 

          3,347 名【専門】 

        247 名【適応ｺｰｽ】 

上級指導員：558 名【共通】  

           402 名【専門】 

コーチ・上級コーチ養成講習会 
平成22 年4 月1 日～ 

平成23 年3 月31 日 
全国各地 

（参加者） 

コーチ：891 名【共通】  

742 名【専門】  

23 名【適応ｺｰｽ】    

上級コーチ：83 名【共通】   

  42 名【専門】   

教師・上級教師養成講習会 
平成22 年4 月1 日～ 

平成23 年3 月31 日 
全国各地 

（参加者） 

 教師： 78 名 

      126 名【適応ｺｰｽ】 

上級教師：8 名 

スポーツプログラマー養成講習会 
平成22 年4 月1 日～ 

平成23 年3 月31 日 
全国各地 （参加者） 103 名 

スポーツプログラマー養成講習会 

（適応ｺｰｽ修了分） 

平成22 年4 月1 日～ 

平成23 年3 月31 日 
全国各地 （参加者） 263 名 

ジュニアスポーツ指導員養成講習会 
平成22 年4 月1 日～ 

平成23 年3 月31 日 
全国2 会場 （参加者） 157 名 

ジュニアスポーツ指導員養成講習会 

（独自事業分） 

平成22 年4 月1 日～ 

平成23 年3 月31 日 
全国各地 （参加者）  19 名 

ジュニアスポーツ指導員養成講習会 

（適応ｺｰｽ修了分） 

平成22 年4 月1 日～ 

平成23 年3 月31 日 
全国各地 （参加者） 414 名 

スポーツドクター養成講習会 
平成22 年4 月1 日～ 

平成23 年3 月31 日 
東京都 

（参加者）  【基礎】 156 名 

【応用】 82 名 

アスレティックトレーナー養成講習会 
平成22 年4 月1 日～ 

平成23 年3 月31 日 
東京都 （参加者）  96 名 
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アスレティックトレーナー養成講習会 

（適応ｺｰｽ修了分） 

平成22 年4 月1 日～ 

平成23 年3 月31 日 
全国各地 （参加者） 939 名 

スポーツ栄養士養成講習会 
平成22 年4 月1 日～ 

平成23 年3 月31 日 
東京都 （参加者） 50 名 

クラブマネジャー養成講習会 
平成22 年4 月1 日～ 

平成23 年3 月31 日 
東京都 （参加者）  70 名 

アシスタントマネジャー養成講習会 
平成22 年4 月1 日～ 

平成23 年3 月31 日 
全国各地 （参加者）1,080 名 

アシスタントマネジャー養成講習会 

（適応ｺｰｽ修了分） 

平成22 年4 月1 日～ 

平成23 年3 月31 日 
全国各地 （参加者） 181 名 

体力テスト員養成講習会 
平成22 年4 月1 日～ 

平成23 年3 月31 日 
全国各地 （参加者） 894 名 

 

(2) スポーツ指導者研修事業 

① スポーツ指導者研修会 

公認スポーツ指導者の資質、指導力の向上及び組織的連帯の強化を図るため、各種研修会を

実施した。 

研修会名 実施期間 会場 参加者数等 

公認スポーツ指導者全国研修会 
中止 

(創立100周年記念事業の一環として、全国3会場で実施した地域シンポジウム 

を指導者研修事業に位置付けたことから中止とした） 

公認スポーツ指導者都道府県研修会 
平成22 年4 月1 日 

～平成23 年3 月31 日 
全国各地 12,890 名 

スポーツドクター研修会（主催事業） 
平成22 年4 月1 日～ 

平成23 年3 月31 日 
全国3 会場 589 名 

スポーツドクター研修会（関連学会等） 
平成22 年4 月1 日～ 

平成23 年3 月31 日 
全国各地 427 名 

アスレティックトレーナー研修会 平成23 年1 月9 日 兵庫県 209 名 

アスレティックトレーナーミーティング 平成22 年11 月5 日 茨城県 187 名 

講師競技別全国研修会 
平成22 年4 月1 日 

～平成23 年3 月31 日 
全国各地 471 名 

クラブマネジャー研修会 平成23 年1 月22 日～23 日 東京都 52 名 

中高年齢者を対象とした 

スポーツプログラム研修会  

平成22 年8 月28 日～29 日、 

平成22 年11 月27 日～28 日 
東京都 81 名 

② 生涯スポーツ・体力つくり全国会議2011 

生涯スポーツ振興気運の高揚を目的として、文部科学省及び関係団体等との共催により、 

「生涯スポーツ・体力つくり全国会議2011」を開催した。 

会議名 開催期日 会場 参加者数 

生涯スポーツ・体力つくり全国会議2011 平成23 年2 月3 日 
神奈川県横浜市 

「横浜ﾛｲﾔﾙﾊﾟー ｸﾎﾃﾙ」 
1,300 名 

③ クラブマネジメント指導者海外研修 

地域スポーツクラブ先進国におけるクラブ発展の意義や歴史、クラブ運営のノウハウ、クラ

ブ育成システム等を研修するため、総合型地域スポーツクラブにおいて活動するクラブマネジ

ャー等を派遣した。 

研修名 派遣期間 派遣先 派遣者数 

クラブマネジメント指導者海外研修 平成22 年10 月19 日～25 日 
ドイツ 

ノルトライン・ヴェストファーレン州 
15 名 
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④ スポーツコーチサミット 

我が国の競技力の向上とスポーツ界全体の振興を図ることを目的として、文部科学省及び

関係団体との共催により、スポーツコーチサミットを開催した。 

事業名 開催期日 会場 参加者数 

スポーツコーチサミット 平成23 年3 月4 日 東京都「味の素ﾅｼｮﾅﾙﾄﾚｰﾆﾝｸﾞｾﾝﾀｰ」 311 名 

 

(3) 指導者協議会 

   公認スポーツ指導者制度の発展とその円滑な運営のため、指導者相互の連携と指導力の向上及び指

導活動の促進方策などについて協議を行った。 

事業名 開催期日 会場 参加者数 

全国スポーツ指導者連絡会議（および幹事会）  
平成22 年 4 月16 日 

平成22 年12 月17 日 
東京都 

75 名 

118 名 

 

ブロック指導者連絡会議 

 

平成22 年 4 月1 日 

～平成23 年3 月31 日  
全国８ブロック 241 名 

加盟団体スポーツドクター代表者協議会 平成23 年3 月5 日 東京都 98 名 

全国アスレティックトレーナー連絡会議（および運営委員会） 平成22 年7 月24 日 東京都 101 名 

 

 (4) 指導体制の整備と活動の促進 

① 指導者登録 

各加盟団体の協力を得て、本会が養成したスポーツ指導者の登録の促進に努めた結果、平

成23年3月31日現在の登録者は331,504名となった。また、2011年版スポーツ指導者手帳

を作成し、公認スポーツ指導者に配布し活用を図った。 

② スポーツドクター情報公開事業 

公認スポーツドクターを広く一般に紹介するため、本会ホームページ上に開設した「スポ

ーツドクター検索ページ」の充実を図った。 

③ 水泳教師在籍施設証明事業 

商業スポーツ施設における指導者の活用方策の一環として、財団法人日本水泳連盟及び社

団法人日本スイミングクラブ協会と共同で、一定の基準のもとに水泳教師が在籍している施

設を認定、本年度は、新規に11施設を認定し、認定施設は全国で134施設となった。 

④ 公認スポーツ指導者資格のPRパンフレット等の作成・配布 

公認スポーツ指導者のより一層の活用促進を図るため、次の各資料を作成し、加盟団体等

に配布した。 

PR パンフレット 300,000 部 

スポーツ指導者制度オフィシャルブック2011 2,000 部 

⑤ 公認スポーツ指導者総合保険 

スポーツ活動時の事故に対する補償制度を整備することにより、指導者が安心して指導活

動に専念できるよう、公認スポーツ指導者総合保険への加入促進に努めた。 
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４．国民スポーツ推進ＰＲ事業 

(1) 情報誌等の作成・配布 

① 情報誌の作成・配布 

次に掲げる情報誌を定期発行し、本会事業の啓発宣伝とスポーツ振興に努めた。 

指導者のためのスポーツジャーナル 第 284 号～第 287 号、特別号 

スポーツ指導者手帳2011 上記第286 号付録 

少年スポーツ情報誌「Sport JUST」 第 467 号～第 476 号 

② 各種事業報告書等の刊行 

本会の事業に関わる報告書等を、次のとおり作成・配布した。 

第 48 回全国スポーツ少年大会報告書 

第 37 回日独スポーツ少年団同時交流報告書 

平成21 年度日本スポーツ少年団育成事業報告書 

平成21 年度トップアスリート派遣指導事業報告書 

平成22 年度日中スポーツ交流事業報告書 

2010 年アジア近隣諸国青少年スポーツ指導者研修事業報告書 

平成22 年度公認スポーツドクター事業報告書 

高齢者の元気長寿支援プログラム開発に関する研究 －第 2 報－ 

日本におけるスポーツ外傷サーベイランスシステムの構築 －第 1 報－ 

日本体育協会創成期における体育・スポーツと今日的課題 

  －嘉納治五郎の成果と今日的課題－ －第 1 報－ 

日本スポーツマスターズ 2010 大会報告書 

スポーツ・フォア・オール 2010【平成 21 年度事業概要】 

③ 広報資料の作成・配布 

国民スポーツ推進キャンペーンPRリーフレット（みんなでスポーツを！－生涯スポー

ツ社会の実現をめざして－）を26,000部作成し、第65回国民体育大会の開会式に来場す

る一般観覧者に配布した。 

 

(2) スポーツ情報システム 

本会と各加盟団体との間で、各種情報の共有・活用及び業務遂行に関する情報の効率的処

理を可能とする「スポーツ情報システム」のより一層の充実を図った。更に、情報技術の変

化を見極めつつ、システムの簡素・効率化及びセキュリティの確保に努めるとともに、各種

事業の効率的な実施を目指した本システムの一層の活用について検討を行った。 

① スポーツに関する情報の収集整理と提供 

スポーツに関する内外諸情報や資料の収集・整理を進め、本会資料室を定期的に一般に

公開し、スポーツに対する広範な理解と関心の増進に努めた。 

また、本会が保管する映像資料及び文献資料について、貴重な資料として適切な保存を
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図るため、デジタルデータ化を推進した。 

② 公式ホームページの充実・活用 

ホームページを活用して、本会諸事業に関する情報を迅速に掲出し、広く国民への周知

を図るとともに、より一層コンテンツの充実に努めた。なお、本年度の公式ホームページ

への総アクセス数は、約762万件（前年度比約65万件増）であった。 

 

(3) 国民スポーツ推進キャンペーン事業 

国民スポーツ振興の一層の充実発展を図るために、本会の果たす役割と、これに係る諸事

業について広く国民に理解を求めるとともに、本会の諸事業を推進する上で必要となる財源

の安定確保を目的に、民間企業の協力を得て、第Ⅵ期4年次（特別延長）となる国民スポー

ツ推進キャンペーン事業を実施した。 

① 第65回国民体育大会における活動 

第65回国民体育大会（千葉県）において、総合開会式会場をはじめ各競技会場等に「み

んなでスポーツを！」及び「Sports for All」の標語とオフィシャルパートナーの企

業ロゴ看板を掲出するとともに、キャンペーンＰＲ映像を放映した。 

また、国体開催前に朝日小学生新聞及び読売新聞千葉版に広告を掲載しキャンペーン

ＰＲに努めた。 

② 第66回国民体育大会冬季大会における活動 

第66回国民体育大会冬季大会スケート競技会・アイスホッケー競技会（青森県）、同

スキー競技会（秋田県）の開始式会場をはじめ各競技会場等に「みんなでスポーツを！」

及び「Sports for All」の標語とオフィシャルパートナーの企業ロゴ看板を掲出し、

キャンペーンＰＲに努めた。 

また、ＪＲ本八戸駅、三沢駅、秋田駅にキャンペーンポスターを掲出するとともに同

デザインの広告を東奥日報並びに秋田魁新報にも掲載した。 

③ その他の広報活動 

情報誌「指導者のためのスポーツジャーナル」及び少年スポーツ情報誌「Sport JUST」

の毎号に、キャンペーンの広告を掲載するなど広報活動に努めた。 

 

(4) その他 

① 報道機関との連携 

東京運動記者クラブをはじめ報道機関との連携を図り、報道を通じて本会の各種事業

の広報等に努めた。 

② 個人情報の保護 

「個人情報保護法」に基づき会務に必要な諸規程を整備し、個人情報保護の対応につい

て加盟団体等に紹介した。また、本会の個人情報保護法等への対応状況の確認と職員の個

人情報保護に対する意識の向上を目的に、外部監査を実施した。 
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５．スポーツ顕彰事業 

(1) 公認スポーツ指導者顕彰事業 

永年にわたりスポーツ指導者として、スポーツの指導育成及び組織化、競技力の向上、公認

スポーツ指導者制度の発展等に貢献した者のうち、特に顕著な功績があった計 215 名を、平成

22年12月開催の第2回全国スポーツ指導者連絡会議において表彰した。 

 

(2) スポーツ少年団顕彰事業 

日本スポーツ少年団顕彰要綱に基づき、35 都府県 67 市町村スポーツ少年団と 45 都道府

県165名の指導者を表彰した。また、特別顕彰として、第48回全国スポーツ少年大会に協

力・支援いただいた3団体及び15府道県の退任指導者計29名に対し、感謝状を贈呈した。 

 

(3) 秩父宮記念スポーツ医・科学顕彰事業 

故秩父宮妃殿下の御遺言で頂戴した御遺贈金をもとに、スポーツの宮様として親しまれた秩

父宮殿下と秩父宮家の名を永遠に語り継ぐため、スポーツの振興に不可欠であるスポーツ医・

科学の分野で顕著な業績をあげた1名及び1グループに対して、秩父宮記念スポーツ医・科学

賞を贈呈した。 

 

(4) 日本スポーツグランプリ顕彰事業 

長年にわたりスポーツを実践し、広く国民に感動や勇気を与え、顕著な功績をあげた 9 名を

第65回国民体育大会役員懇談会において表彰した。 

 

 

６．スポーツ国際交流事業 

(1) アジア地区スポーツ交流事業 

日本・韓国・中国をはじめとするアジア各国の青少年及び成人によるスポーツ交流を行い、

各国の相互理解を深め、友好親善とスポーツの振興を図ることを目的に実施した。 

事業名 実施期間 派遣（受入）先等 派遣（受入）者数 

第18 回日・韓・中ジュニア交流競技会 平成22 年8 月23 日～29 日 中国・河南省 257 名 

日中青少年スポーツ団員交流（派遣） 平成22 年8 月8 日～14 日 中国・南京市他  40 名 

日中青少年スポーツ指導者交流（派遣） 平成22 年10 月17 日～26 日 中国・広東省他   9 名 

2010 年日中成人スポーツ交流（派遣） 平成22 年12 月1 日～6 日 中国・福建省  61 名 

2010 年日中成人スポーツ交流（受入） 平成22 年6 月27 日～7 月2 日 北海道  59 名 

日中地域交流推進事業 

（都道府県・市区町村） 

平成22 年4 月1 日 

～平成23 年2 月28 日 

派遣：6 都府県（９事業） 

受入：5 道府県（６事業） 
289 名 

第14 回日韓青少年夏季スポーツ交流 

（派遣） 
平成22 年8 月16 日～22 日 韓国・済州特別自治道 216 名 

第14 回日韓青少年夏季スポーツ交流 

（受入） 
平成22 年8 月16 日～22 日 茨城県 216 名 
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第9 回日韓青少年冬季スポーツ交流 

（派遣） 
平成23 年1 月18 日～24 日 韓国・ソウル特別市、江原道 147 名 

第9 回日韓青少年冬季スポーツ交流 

（受入） 
平成23 年2 月20 日～26 日 北海道 154 名 

第14 回日韓スポーツ交流事業 

成人交歓交流（派遣） 
平成22 年4 月22 日～28 日 韓国・釜山広域市 187 名 

第14 回日韓スポーツ交流事業 

成人交歓交流（受入） 
平成22 年10 月15 日～21 日 富山県 195 名 

日韓地域交流推進事業 

（都道府県・市区町村） 

平成22 年4 月1 日 

～平成23 年2 月28 日 

派遣：14 都道府県（30 事業） 

受入：12 都府県（15 事業） 
975 名 

2010 年アジア近隣諸国 

青少年スポーツ指導者研修事業 
平成22 年11 月3 日～10 日 東京都、福島県 28 名 

 

(2) 日独スポーツ交流事業 

日独両国の青少年及び指導者の相互交流により友好と親善を深め、国際的能力を高めるとと

もに、両国の青少年スポーツの発展に寄与することを目的に実施した。 
事業名 実施期間 派遣（受入）先 派遣（受入）者数 

第37 回日独スポーツ少年団 

同時交流（派遣） 
平成22 年7 月20 日～8 月11 日 ドイツ 80 名 

第37 回日独スポーツ少年団 

同時交流（受入） 
平成22 年7 月23 日～8 月13 日 全国各地 120 名 

日独青少年指導者セミナー（派遣） 平成22 年10 月10 日～23 日 ドイツ   4 名 

日独青少年指導者セミナー（受入） 平成22 年11 月6 日～18 日 
石川県、福井県、 

東京都 
  6 名 

 

 

７．青少年スポーツ育成事業 

   日本スポーツ少年団創設50周年との関連を考慮して、第8次育成5か年計画を2年間延長す

ることとし、その1年次として、下記の諸事業を推進した。 

(1) 青少年スポーツ指導者等養成・研修事業 

青少年層を指導対象とする指導者・リーダーの養成と研修を実施した。 

事業名 実施期間 会場 参加者数等 

スポーツ少年団認定育成員研修会 
平成22 年10 月22 日 

        ～11 月28 日 
全国7 会場 

553 名 

（内、548 名認定） 

第16 回スポーツ少年団指導者 

全国研究大会   
平成22 年6 月20 日 

東京都 

「ﾎﾃﾙｸﾞﾗﾝﾄﾞﾊﾟﾚｽ」 
316 名 

ジュニアスポーツの育成と 

安全・安心フォーラム 
平成22 年12 月5 日 

東京都 

「第一ﾎﾃﾙ両国」 
100 名 

全国スポーツ少年団指導者協議会 平成22 年6 月18 日～19 日 東京都 48 名 

ブロック指導者研究協議会 
平成22 年11 月6 日 

～12 月19 日 
全国9 会場 411 名 

シニア・リーダースクール 平成22 年8 月12 日～16 日 
静岡県 

「国立中央青少年交流の家」 

132 名 

（内、127 名認定） 

ジュニア・リーダースクール 
平成22 年4 月1 日 

～平成23 年3 月31 日 
全国各地 2,168 名 

全国スポーツ少年団リーダー連絡会 平成22 年10 月2 日～3 日 

東京都 

「国立ｵﾘﾝﾋﾟｯｸ記念青少年

総合ｾﾝﾀｰ」 

125 名 

ブロックリーダー研究大会 平成22 年6 月26 日～12 月19 日 全国7 会場 232 名 
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(2) 青少年スポーツ交流大会事業 

① 全国スポーツ少年大会（リーダーズアクション） 

スポーツ少年団活動をより一層促進し、地域における活動の活発化及び青少年リーダーの育

成を図るため、全国都道府県代表の団員及び指導者の参加を得て、スポーツ交歓交流会を開催

した。 

大会名 実施期間 開催地 参加者数 

第48 回全国スポーツ少年大会 

（リーダーズアクション2010） 
平成22 年7 月31 日～8 月3 日 

島根県 

「国立三瓶青少年交流の家」 
349 名 

② 全国スポーツ少年団競技別交流大会 

スポーツ少年団員にスポーツの歓びを経験する機会と、より伸びるための研修の場を与え、

実施競技等を通じて仲間意識と連帯を高めるとともに、団員相互の交流を通して、地域におけ

る活動の活性化を目的に、各競技団体の協力を得て、全国競技別交流大会を開催した。 

大会名 実施期間 開催地 参加者数 

第32 回全国スポーツ少年団 

軟式野球交流大会 
平成22 年8 月6 日～8 月9 日 北海道 253 名 

第33 回全国スポーツ少年団 

剣道交流大会 中止 

（平成23 年3 月11 日の東日本大震災により中止となった） 第8 回全国スポーツ少年団 

バレーボール交流大会 

第34 回全日本少年サッカー大会 

決勝大会 
平成22 年7 月31 日～8 月7 日 福島県・東京都 826 名 

第32 回全国スポーツ少年団 

ホッケー交流大会 
平成22 年8 月6 日～8 月9 日 福井県 462 名 

 ③ ブロック大会 

      ブロック段階における団活動の活発化と交流活動の促進を図るため、ブロック少年大会、ブロ

ック競技別大会を開催した。 

大会名 実施期間 開催地 参加者数 

ブロック大会 
 平成22 年4 月1 日 

        ～平成23 年3 月31 日 

全国９ブロック 

26 道府県 
7,530 名 

 

(3) スポーツ少年団「スポーツ活動サポートキャンペーン」事業 

スポーツ少年団のサポート活動の一環として、大塚製薬株式会社の特別協賛を得て、認定

員養成講習会兼スポーツリーダー養成講習会での熱中症予防プログラムの提供・協力、市区

町村スポーツ少年団及び単位団への熱中症予防に関する情報提供等を行った。 

また、育成母集団・指導者を対象としたポカリスエットジュニアスポーツセミナー、子ど

もと保護者を対象としたポカリスエットファミリースポーツクリニックを実施した。 

事業名 実施期間 開催地 参加者数 

ポカリスエットジュニアスポーツセミナー 
   平成22 年4 月1 日 

           ～8 月31 日 
全国９会場     1,280 名  

ポカリスエットファミリースポーツクリニック 
   平成22 年7 月10 日 

   平成22 年8 月29 日 

大阪府 

千葉県 
     907 名 
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（4） 子どもの体力向上事業 

子どもたちが生涯を通じて、明るく元気で活力ある生活を送るため、基礎となる体力 

の向上や健康的な生活習慣の基礎を培い、日常生活の中で家族や仲間とともに、運動やス

ポーツ活動を気軽に楽しむ環境づくりを計画的に推進することを目的に実施した。 

① スポーツ選手活用体力向上事業 

子どもたちの運動・スポーツ習慣の形成に向け、スポーツが本来持つ体を動かすこ

との楽しさを体験し、スポーツに親しむことへの動機付けとして、都道府県・市区町

村等が主催するスポーツイベントに、トップアスリートをはじめとするスポーツ選手

等を派遣した。 

事業名 実施期間 会場 参加者数 

スポーツ選手活用体力向上事業 
 平成22 年4 月1 日 

    ～平成23 年3 月31 日 

全国各地 

796 コース（936 名派遣） 
71,418 名 

      ② 「体育の日」中央記念事業 

   文部科学省及び関係団体等との共催により、「“体育の日”中央記念行事／スポーツ祭

り２０１０」として、「子どもの体力向上キャンペーン表彰式」、「オリンピアンふれあ

い大運動会」、「スポーツ教室」、「新体力テスト」等を実施した。 

事業名 開催期日 会場 参加者数 

「体育の日」中央記念行事 

／スポーツ祭り２０１０ 
平成22 年10 月11 日 

東京都 

「国立スポーツ科学センター」他 
14,300 名 

 

(5) 広報普及及び研修資料の作成・配布 

都道府県及び市区町村におけるスポーツ少年団組織の充実を図るため、次の各種資料を作成・ 

配布し、活用を図った。 

  少年スポーツ情報誌「Sport JUST」   405,000 部（年10 回） 

スポーツ少年団 PR リーフレット   290,000 枚 

ガイドブック「スポーツ少年団とは」   54,000 部 

スポーツ少年団指導必携書   19,500 部 

リーダー育成マニュアル   2,500 部 

スポーツ少年団事務必携書   2,400 部 

 

(6) スポーツ少年団組織整備強化事業 

都道府県スポーツ少年団組織の整備と充実強化を図るため、組織整備強化事業として、各都道府県

が行うブロック大会をはじめとする各種事業等に助成した。 

 

(7) スポーツ少年団登録関係事業 

日本スポーツ少年団の本年度登録は、平成23年3月31日現在、団数36,029団（前年度

比109団減）、団員数864,547名（前年度比18,313名、2.07％減）、指導者数210,187名

（役職員登録者7,251名を含む。前年度比237名、0.11％減）となった。 

また、スポーツ少年団設置市区町村数は、全国1,750市区町村のうち1,570市区町村（結

成率89.7%）となった。 
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８．スポーツ医・科学研究調査事業 

(1) プロジェクト研究事業 

① 日本におけるスポーツ外傷サーベイランスシステムの構築 -第1年次- 

     日本の主要競技会におけるスポーツ外傷調査を規格化し、世界基準と比較検討できるシステ

ムを構築することを目的とした調査研究を開始した。 

② 日本体育協会創成期における体育・スポーツと今日的課題研究 -第1年次- 

      嘉納治五郎に関する文献を紐解きながら、現代のスポーツ振興に潜在する課題を明らかにす

ることを目的とし、「国民体育（スポーツ）」「ネットワークと組織化」「柔道の国際化」「女

子体育及び女子柔道」といった視点で、嘉納の「体育・スポーツ観」を再検討した。 

③ 高齢者の元気長寿支援プログラム開発に関する研究 -第2年次- 

      高齢者の要介護化リスクを早期に判定できる評価尺度及びリスクを抱えた高齢者を支援す

るためのプログラムを作成することを目的として実施した。 

      今回、新たに実施した介入研究の成果を踏まえて、「転倒予防」「筋力及び歩行能力（持久

力）低下改善」「認知症（認知機能低下）予防」などに焦点をあてた評価尺度を作成するとと

もに、その予防や改善に向けた新しい運動プログラムを開発した。 

 

  (2) 子どもの発達段階に応じた体力向上プログラムの普及啓発 -第3年次- 

    平成20・21年度「子どもの発達段階に応じた体力向上プログラム開発」事業に基づき、上半期

には子どもが発達段階に応じて身につけておくことが望ましい動きを習得するための運動プロ

グラムとして、アクティブ・チャイルド・プログラム（ガイドブック及びDVD）を作成した。 

また、アクティブ・チャイルド・プログラムを実際の指導現場に普及させることを目的として、

地域のスポーツ指導者や小学校教員等を対象とした講習会を全国9会場で開催し、1,427名の参加

を得た。 

 

(3) スポーツ医・科学の実践及び普及の推進 

   本会加盟競技団体や関係諸団体及びスポーツ選手の要請に基づき体力測定を実施し、分析結果

をフィードバックした。また、文部科学省をはじめ、国立スポーツ科学センター等関係諸団体の

事業に協力するとともに、スポーツ医・科学研究報告書及び「スポーツ活動中の熱中症予防ガイ

ドブック」等の冊子を配布し、広くスポーツ医・科学の普及に努めた。 

 

(4) ドーピング防止活動の普及啓発事業 

  ① ドーピング防止活動の普及啓発事業 

    世界のドーピング防止活動の動向を踏まえ、公益財団法人日本アンチ・ドーピング機構

（JADA）及び国体実施競技団体等と連携・協力し、国民体育大会においてドーピング検査を

実施した。第65回国民体育大会では206検体、第66回国民体育大会冬季大会では22検体の検査

を実施した結果、判定は全て陰性であった。 

      また、JADAと連携しドーピング防止教材を作成し、都道府県体育協会への委託事業を通じ 
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    て教育・啓発に努めた。 

    ②  第17回ドクターズ・ミーティング 

    各都道府県の選手団に帯同するスポーツドクターやトレーナーを対象に、国体開催地の医療 

・救護体制や各県の医・科学サポートシステムに関する情報交換を目的に実施した。 

事業名 開催期日 会場 参加者数 

第１７回ドクターズ・ミーティング 平成22 年9 月24 日 
千葉県 

「ホテルポートプラザちば」 
138 名 

 

 

９．日本体育協会特別記念事業 

(1) 日本体育協会・日本オリンピック委員会創立100周年記念事業 

① 創立100周年記念事業 

平成23（2011）年に創立100周年を迎えるにあたり、公益財団法人日本オリンピック委員

会と合同で実行委員会を立ち上げ、記念式典等の各種事業に取り組み、実施に向けた準備を

進めた。 

また、加盟団体等への横断幕やのぼり、シールやピンバッチの配布、国民体育大会等のイ

ベントにおけるのぼりの設置等を行い広報ＰＲ活動に努めた。 

② 創立100周年記念シンポジウム 

創立 100 周年記念事業の一環として、公益財団法人日本オリンピック委員会と共催して地

域シンポジウムを全国3会場で実施した。 

地区 開催期日 会場 参加者数 

東地区 平成22 年10 月23 日 福島県「ﾋﾞｯｸﾊﾟﾚｯﾄふくしま」  867 名 

中地区 平成22 年12 月11 日 京都府「京都会館」 1,212 名 

西地区 平成23 年 2 月26 日 広島県「広島国際会議場」  962 名 

 

(2) 日本スポーツ少年団創設50周年記念事業 

    平成24（2012）年に創設50周年を迎えるにあたり、プロジェクトや担当部会等において、 

記念事業の内容や取組み等について検討し、準備に努めた。 

 

 

10．スポーツ会館管理運営事業 

公益財団法人日本オリンピック委員会、中央競技団体をはじめとする、我が国のスポーツ振興を

担う各団体の事務局を設置している岸記念体育会館の管理、運営を実施した。 

 

 

11．マーケティング事業 

「国民スポーツ推進キャンペーン事業」へ継続して賛同いただいている協賛企業とのパートナー

シップの強化と新規協賛社の獲得を推進した。 
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また、本会が所有する各種標章等の適切な管理を行い、各種標章等のブランド価値向上に努めた。 

(1） 企業協賛の実施 

  本年度の協賛者として、オフィシャルパートナーＡのカテゴリーで 8 社（株式  

会社アシックス、大塚製薬株式会社、ミズノ株式会社、三井住友海上火災保険株式会社、 

株式会社ローソン、株式会社ロッテ、サントリーホールディングス株式会社、財団法人  

ＪＫＡ）、サポーティングカンパニーＢのカテゴリーで 3 社（ＲＨトラベラー株式会社、

株式会社フォトクリエイト、株式会社日本航空インターナショナル）の協力を得た。 

また、スポーツ指導者育成事業、スポーツ医・科学研究事業及びスポーツ少年団の諸事

業に対して、特別協賛社として大塚製薬株式会社の協力を得た。 

なお、日本スポーツマスターズ2010の開催にあたっては、オフィシャルスポンサー3社

（株式会社アシックス、トップツアー株式会社、ミズノ株式会社）、大会サプライヤー1

社（株式会社セレスポ ）、大会サポーター3 社（株式会社百五銀行、株式会社三重銀行、

株式会社第三銀行）の協力を得た。 

さらに、第66回国民体育大会冬季大会スケート・アイスホッケー競技会（青森県）にお

いては、2社（株式会社セレスポ、ゼビオ株式会社）、スキー競技会（秋田県）に2社（株

式会社ＩＣＩ石井スポーツ、株式会社セレスポ）の協力を得た。 

 

(2) 組織の整備と支援 

国民スポーツ推進キャンペーンの一環として、オフィシャルパートナーである大塚製薬株

式会社の協力により、都道府県体育協会等の安定した自主財源確保を目的に、「Sports for 

All 推進費付き自動販売機設置事業」を展開した。 

 

 

12．出版物等販売事業 

スポーツの指導に携わる関係者をはじめとする多くの国民に対し、スポーツに関する最新の情報

を提供するため、情報誌「指導者のためのスポーツジャーナル」、少年スポーツ情報誌「Sport 

JUST」及び各種教本を販売した。 

 

 

13．その他 

(1) 第23回全国スポーツ・レクリエーション祭 

 文部科学省及び関係団体等との共催により、「第 23 回全国スポーツ・レクリエーション祭

“スポレクとやま２０１０”」として実施した。 

 

事業名 開催期日 会場 参加者数 

第23 回全国スポーツ・レクリエーション祭 

「スポレクとやま２０１０」 

平成22 年10 月16 日 

            ～19 日 

富山県 

「富山市総合体育館」他 
13,849 名 
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(2) 国際スポーツ・フォア・オール団体との協力事業 

国際スポーツ・フォア・オール協議会（TAFISA）が推進するスポーツ・フォア・オール

運動に、国内の生涯スポーツ関係 3 団体（財団法人健康・体力づくり事業財団、公益財団

法人笹川スポーツ財団、公益財団法人日本レクリエーション協会）とともに構成する日本

スポーツ・フォア・オール協議会（TAFISA-JAPAN）として協力した。 

 

 (3) スポーツ・体育関係団体との相互協力 

① 財団法人全国高等学校体育連盟が主催する全国高等学校総合体育大会に対し後援し、補

助金を交付した。 

② 一般財団法人日本スポーツ仲裁機構の運営事業費として助成金を交付した。 

③ 本会協力団体及び財団法人スポーツ安全協会等、本会事業と密接な関係を有する団体と

の連携に努めた。 

 

(4) 青少年関係団体との相互協力 

青少年の健全な育成を図るため、スポーツ少年団を中心として、社団法人中央青少年団体

連絡協議会等の諸事業へ参加・協力し、他の青少年団体との連携を図った。 

 

(5) 公益財団法人への移行について 

   公益財団法人への移行については、平成 22 年 10 月 29 日付けで内閣府に対し、移行      

認定申請を行い、平成23年3月29日付けで、内閣府から本会に対して認定処分がおり、

公益財団法人として認定された。 

   ＜＊平成23年4月1日付けで公益財団法人へ移行＞ 

 

 

Ⅱ．財政の確立 

本会では、生涯スポーツ社会の実現に向けて、加盟団体をはじめ各関係機関・団体の協力を得て、

諸事業を推進しているところである。これら諸事業の一層の充実と発展を図り、事業推進の社会的な

意義・役割を広く国民にアピールしていくためには、安定した財政基盤の確立に努めていく必要があ

る。 

このため、本会では、国、財団法人JKA、日本馬主協会連合会、独立行政法人日本スポーツ振興セ

ンター、公益財団法人ミズノスポーツ振興財団、財団法人スポーツ安全協会、財団法人上月スポーツ・

教育財団等に対し、本会の推進する諸事業の重要性について、より理解を得るための積極的な働きか

けを行い、できる限りの援助を強く要請してきた結果、国庫補助金、競輪公益資金補助金、スポーツ

振興くじ助成金等において、本会の実施事業への充当財源を所期の目的どおり確保することができた。 

また、財界、株式会社エスエスケイ、財団法人石本記念デサントスポーツ科学振興財団等、関係各

方面の理解と協力を得て寄付金の募集を実施し、併せて加盟団体に対して、特定公益増進法人の免税

募金制度を活用した寄付金募集活動の周知を図り、各加盟団体の財政確立の支援・協力に努めた。 
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